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証券コード 8596 平成30年６月８日

株 主 各 位

1

福岡市博多区博多駅前四丁目３番18号
　

株式会社九州リースサービス
　

代 表 取 締 役 社 長 古 賀 恭 介
　

第44回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第44回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、平成30年６月27日
（水曜日）午後５時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬具
　

記
　

１ 日 時 平成30年６月28日（木曜日）午後２時
２ 場 所 福岡市博多区住吉一丁目２番82号

グランド ハイアット 福岡 ３階 ザ・グランド・ボールルーム
３ 会議の目的事項
報告事項 １．第44期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の

内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第44期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 定款の一部変更の件
第２号議案 取締役９名選任の件

以上
お願い：①本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げ

ます。
②株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じ
た場合には、書面による郵送または当社ホームページ（https://www.k-lease.co.jp/）において掲載することによりお知ら
せいたします。
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議決権行使方法のご案内
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議決権行使サイト：https://www.web54.net/

当日ご出席いただける場合
　

株主総会への出席
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
株主総会当日は、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申し上げます。

株主総会日時 平成30年６月28日（木曜日）午後２時開催

　
当日ご出席いただけない場合
　

郵送によるご行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよ
うご返送ください。

行使期限 平成30年６月27日（水曜日）午後５時必着

インターネットによるご行使
当社の指定する議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、行使期限までに賛否をご
入力ください。

行使期限 平成30年６月27日（水曜日）午後５時まで

インターネットと議決権行使書の双方で議決権を重複してご行使された場合は、インターネ
ットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

インターネットによって、複数回数議決権をご行使された場合は、最後に行われたものを有
効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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添付書類 事業報告 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）
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１ 企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
全般的概況
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策、日銀の金融緩和策の継
続等により企業収益や個人消費が堅調に推移し、全体的に緩やかな回復基調が続いてお
ります。
　当リース業界におきましては、業界全体のリース取扱高（平成29年４月から平成30
年３月累計）は、工作機械、土木建設機械が増加した一方、産業機械が減少となった結
果、前年同期比2.9％減の４兆8,758億円となっております。（出典：公益社団法人リー
ス事業協会「リース統計」）
　このような中、当社グループでは、平成29年４月に事業開発部を設置し、また、新
規連結子会社キューディーアセット株式会社にてストレージ事業へ参入いたしました。
さらに同５月に東京支店を開設するなど、当社グループの強みである情報力と各事業の
融合による多様な商品ラインナップで顧客ニーズへの対応を図って参りました。同12
月には東京証券取引所市場第一部銘柄に指定され、更なる事業の拡大と企業価値の向上
を目指しております。
　この結果、当連結会計年度における経営成績は、リース・割賦事業が増収となり、売
上高は23,270百万円（前期比10.5%増）、営業利益は3,104百万円（前期比5.2%増）
となりました。さらに、経常利益は破産更生債権等の売却に伴う利益計上により3,461
百万円（前期比15.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は、賃貸不動産売却益の
計上などにより3,000百万円（前期比30.3%増）となりました。
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セグメント業績の概要
①リース・割賦
　リース料収入の増加に加え、物件売却収入が増加したことにより、売上高は
16,842百万円（前期比17.0％増）となりましたが、貸倒引当金繰入額の増加によ
り、セグメント利益（営業利益）は1,229百万円（前期比9.7％減）となりました。
なお、営業資産残高は63,785百万円（前期末比1.1％増）となりました。

　
②ファイナンス
　下半期における貸付実行高の増加により、営業資産残高は24,323百万円（前期末
比14.4％増）となりました。一方、金利低下による利息収入の減少により、売上高
は974百万円（前期比1.6％減）となりましたが、貸倒引当金戻入益の発生などによ
り、セグメント利益（営業利益）は560百万円(前期比34.1％増)となりました。

　
③不動産
　売上高は4,661百万円（前期比5.5％減）となりましたが、前年度下半期に取得し
た賃貸不動産の収益貢献により、セグメント利益（営業利益）は1,528百万円（前期
比11.7％増）となりました。なお、連結子会社の増加に伴い、営業資産残高は
33,960百万円（前期末比12.7％増）となりました。

　
④フィービジネス
　保険代理店収入や自動車リースの紹介手数料収入は堅調に推移しましたが、顧客紹
介手数料収入などが減少したことにより、売上高は473百万円（前期比7.5％減）と
なり、セグメント利益（営業利益）は205百万円（前期比14.2％減）となりました。

　

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



5

純資産総資産

▶売上高／経常利益 ▶

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0
第42期

平成28年3月期
第43期

平成29年3月期
第44期

平成30年3月期
（当連結会計年度）

総資産／純資産

140,000
（百万円） （百万円） （百万円）

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

35,000
（百万円）

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
第42期

平成28年3月期
第43期

平成29年3月期
第44期

平成30年3月期
（当連結会計年度）

売上高 経常利益

（2）企業集団及び当社の直前３連結会計年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況
　

区 分 第 41 期
平成27年３月期

第 42 期
平成28年３月期

第 43 期
平成29年３月期

第 44 期
平成30年３月期
（当連結会計年度）

売上高 （百万円） 19,249 19,395 21,057 23,270
経常利益 （百万円） 2,783 2,824 2,985 3,461
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 1,393 1,725 2,302 3,000

１株当たり当期純利益 （円） 57.94 76.81 102.45 133.31
総資産 （百万円） 124,057 127,947 130,806 136,274
純資産 （百万円） 19,712 21,716 23,465 27,280
１株当たり純資産 （円） 866.36 965.26 1,042.48 1,208.86

　

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数及び１株当たり純資産の算定に用
いられた期末の普通株式の数については、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託
（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当
社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は1,257,694株であり、１株当
たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は1,241,700株であります。
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②当社の財産及び損益の状況
　

区 分 第 41 期
平成27年３月期

第 42 期
平成28年３月期

第 43 期
平成29年３月期

第 44 期
平成30年３月期
（当連結会計年度）

売上高 （百万円） 17,726 17,992 20,658 22,742
経常利益 （百万円） 2,782 2,627 2,950 3,313
当期純利益 （百万円） 1,469 1,829 2,274 2,865
１株当たり当期純利益 （円） 61.09 81.46 101.18 127.35
総資産 （百万円） 123,630 128,359 131,132 134,486
純資産 （百万円） 19,882 22,229 23,955 27,601
１株当たり純資産 （円） 885.84 989.29 1,065.23 1,225.62

　

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数及び１株当たり純資産の算定に用
いられた期末の普通株式の数については、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託
（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当
社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は1,257,694株であり、１株当
たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は1,241,700株であります。
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（3）対処すべき課題
　今後のわが国経済は、設備投資の増加や雇用拡大・所得環境の改善傾向が続くなど、景気
は緩やかに回復して行くことが見込まれるものの、国内企業の人手不足問題や海外経済の不
確実性による影響など、景気の先行きは不透明な状況が予想されます。
　このような状況のもと、当社は2021年3月期を最終年度とする新中期経営計画をスター
トいたします。業務効率化、高付加価値の創造による「企業力強化」と当社の強みが発揮で
きる分野への「事業領域の拡大」を基本方針とし、成長性・安定性を有する一層強固な企業
基盤を構築することを目指してまいります。
　今後も安定的な収益の確保を目指すとともに、企業体質の強化や収益力向上のため内部留
保の充実を図り、株主の皆様に対しましても、安定的に配当を実施するよう努めてまいりま
す。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご協力を賜りますよう心からお願
い申し上げます。

　
（4）設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資総額は490百万円であり、主な内容はソフトウェアの取
得204百万円であります。

　
（5）資金調達の状況

　借入金残高は89,291百万円（前期末比1.6%増）となりました。また、社債残高は1,846
百万円（前期末比42.7%減）となりました。

　
（6）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

①リース・割賦事業（機械設備等のリース及び割賦販売）
②ファイナンス事業（金銭の貸付、債権の買取等）
③不動産事業（不動産の賃貸及び販売、匿名組合等に対する出資）
④フィービジネス事業（生命保険の募集、自動車リースの紹介、不動産関連サービスの提
供、損害保険代理業等）
⑤その他事業（売電、物品販売等）
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（7）主要な事業所（平成30年３月31日現在）
　

①当社
　

事業所の名称 所在地
本 社 福岡市博多区
東 京 支 店 東京都中央区
北 九 州 支 店 北九州市小倉北区
久 留 米 支 店 久留米市
熊 本 支 店 熊本市中央区
大 分 支 店 大分市
長 崎 支 店 長崎市

　
②主要な子会社
　

株式会社ケイ・エル・アイ 福岡市博多区
株 式 会 社 Ｋ Ｌ 合 人 社 福岡市博多区
株式会社イー・エム・アール 福岡市博多区
キューディーアセット株式会社 福岡市博多区
株式会社ケイエルエス信用保証 福岡市博多区

　

（8）従業員の状況（平成30年３月31日現在）
　

①企業集団の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減
　 146名 1名増

　

（注）従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ
ループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員につきましては、従業員数の100分の10未満であるため
記載を省略しております。

　
②当社の従業員の状況
　

従業員数 前期末比増減
　 135名 2名増

　

（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨
時従業員につきましては、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

　

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



9

（9）重要な親会社及び子会社の状況
①親会社との関係
　該当事項はありません。
　
②重要な子会社の状況
　

会社名 資本金
又は出資金

当社の
議決権比率 主要な事業内容

株式会社ケイ・エル・アイ 80百万円 89％ その他事業（売電、物品販売等）
株 式 会 社 Ｋ Ｌ 合 人 社 10百万円 51％ 不動産事業
株式会社イー・エム・アール 20百万円 83％ リース・割賦事業
キューディーアセット株式会社 55百万円 80％ 不動産事業
株式会社ケイエルエス信用保証 54百万円 100％ 信用保証事業
　
（10）主要な借入先及び借入額（平成30年３月31日現在）
　

借入先 借入額
百万円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 12,461
株 式 会 社 新 生 銀 行 9,273
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 8,097
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,811
株 式 会 社 北 九 州 銀 行 5,255
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 4,920

　
（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２ 会社の株式に関する事項
　

（1）株式の状況
①発行可能株式総数 68,000,000株
②発行済株式の総数 23,762,130株（自己株式 2,190,244株を除く）
③当事業年度末の株主数 9,703名
④上位10名の大株主
　

株主名 持株数 持株比率
株 ％

福 岡 地 所 株 式 会 社 3,883,500 16.34

コカ・コーラボトラーズジャパン株式会社 1,600,000 6.73

株 式 会 社 シ テ ィ ア ス コ ム 1,515,020 6.38
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信 託 Ｅ 口） 1,241,700 5.23

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 1,155,000 4.86

ロ イ ヤ ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 1,124,000 4.73
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退 職 給 付 信 託 ゼ ン リ ン 口） 1,099,000 4.63

住 友 三 井 オ ー ト サ ー ビ ス 株 式 会 社 600,000 2.53

株 式 会 社 宮 崎 太 陽 銀 行 600,000 2.53

株 式 会 社 シ ノ ケ ン グ ル ー プ 508,700 2.14
　

（注）当事業年度末の自己株式2,190,244株は、上記大株主及び持株比率の計算から除いております。
なお、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として資産管理サ
ービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する株式1,241,700株（5.23％）については、連結貸借対照
表及び貸借対照表においては自己株式として表示しております。

　
（2）その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
　
３ 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



11

４ 会社役員に関する事項
　

（1）取締役及び監査役の状況
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役会長 　藤丸 修

代表取締役社長 　古賀 恭介

専 務 取 締 役 　中野 茂 営業第一本部長兼ビジネスマッチング推進部長

常 務 取 締 役 　檜垣 亮介 業務本部長兼経営管理部担当兼事業開発部担当兼関連事業部長

取 締 役 　黒瀬 健男 審査管理本部長兼総合企画部担当

取 締 役 　野中 康平 営業第二本部長兼ファイナンス営業部長

取 締 役 　柴田 暢雄 コカ・コーラ協会副会長

取 締 役 　眞鍋 博俊 株式会社博運社代表取締役会長
公益社団法人福岡県トラック協会会長
公益社団法人全日本トラック協会副会長

取 締 役 　高岡 淑雄 ダイエットフード株式会社代表取締役社長

常 勤 監 査 役 　泉 和文

監 査 役 　山本 智子 山本＆パートナーズ法律事務所共同代表

監 査 役 　古池 善司 株式会社サン・ライフ代表取締役社長
　

（注）１．平成29年６月27日開催の定時株主総会において、野中康平氏は取締役に、古池善司氏は監査役に新
たに選任され、同日就任いたしました。

２．監査役久保康憲氏は、平成29年６月27日開催の定時株主総会終結の時をもって、辞任いたしました。
３．取締役柴田暢雄氏、眞鍋博俊氏及び高岡淑雄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。また、社外取締役眞鍋博俊氏及び高岡淑雄氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員であり
ます。

４．監査役山本智子氏及び古池善司氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。また、社
外監査役山本智子氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員であります。

５．常勤監査役泉和文氏は、長年の銀行業務に携わった経験を有し、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。
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６．当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員の地位及び担当は以下のとおりであります。
　

氏 名 地位及び担当

安部 能成 上席執行役員（リース営業部長）

板橋 正幸 上席執行役員（総合企画部長）

小島 公孝 上席執行役員（不動産営業部長）

阿部 浩一 上席執行役員（人事総務部長）

白水 安浩 執行役員（関連事業部部長）

野村 浩喜 執行役員（本社営業部長）

中村 和弘 執行役員（東京支店長）

佐々木 宏 執行役員（経理部長）

　

（2）取締役及び監査役の報酬等の総額
　

区 分 人 数 報酬等の額

取 締 役 　９名 131百万円（うち社外３名 ９百万円）

監 査 役 　４名 19百万円（うち社外３名 ６百万円）

合 計 　13名 150百万円
　

（注）１．平成27年６月26日開催の定時株主総会決議による取締役の報酬等の年額は170百万円以内であり、
監査役の報酬等の年額は25百万円以内であります。

２．報酬等の額には、平成29年６月27日開催の定時株主総会終結の時をもって辞任しました監査役１名
の退任までの報酬を含んでおります。

３．取締役の報酬等の額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．当事業年度末現在の取締役の人数は９名、監査役の人数は３名であります。
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（3）社外役員に関する事項
　

①重要な兼職先と当社との関係
　

区 分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係
社外取締役 柴田 暢雄 コカ・コーラ協会副会長 重要な取引その他の関係はありません。

社外取締役 眞鍋 博俊 株式会社博運社代表取締役会長 重要な取引その他の関係はありません。

公益社団法人福岡県トラック協
会会長

重要な取引その他の関係はありません。

公益社団法人全日本トラック協
会副会長

重要な取引その他の関係はありません。

社外取締役 高岡 淑雄 ダイエットフード株式会社代表
取締役社長

重要な取引その他の関係はありません。

社外監査役 山本 智子 山本＆パートナーズ法律事務所
共同代表

重要な取引その他の関係はありません。

社外監査役 古池 善司 株式会社サン・ライフ代表取締
役社長

重要な取引その他の関係はありません。

　
②社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主な活動状況
社外取締役 柴田 暢雄 当事業年度開催の取締役会17回中16回に出席し、議案審議の適正性を確保

する為に必要な質問や提言を行い、経営監視機能を十分に発揮しました。
社外取締役 眞鍋 博俊 当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、議案審議の適正性を確保す

る為に必要な質問や提言を行い、経営監視機能を十分に発揮しました。
社外取締役 高岡 淑雄 当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、議案審議の適正性を確保す

る為に必要な質問や提言を行い、経営監視機能を十分に発揮しました。
社外監査役 山本 智子 当事業年度開催の取締役会17回及び監査役会14回全てに出席しました。取

締役会では、企業法務を主体とした弁護士としての豊富な知識と経験に基づ
き、必要な発言を適宜行い、監査役会では監査結果についての意見交換、監
査に関する重要事項の協議等を行いました。

社外監査役 古池 善司 平成29年６月27日就任以降に開催された取締役会14回中13回および監査
役会10回中９回に出席しました。取締役会では、現役の会社経営者として
の客観的な視点に基づき、必要な発言を適宜行い、監査役会では監査結果に
ついての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行いました。

　③当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との関係
　該当事項はありません。
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５ 会計監査人に関する事項

　

（1）名称 有限責任監査法人トーマツ
　
（2）当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

①当事業年度に係る報酬等の額 37百万円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 38百万円
　

（注）１．上記①には、会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の
額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分
できないため、これらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告を通じて、会
計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行い、審議した結果、会社法第399条第１項に基づく同意を行っており
ます。

３．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、当
社株式売出しに伴う監査人から引受事務幹事会社への書簡作成を委託し、その対価を支払っておりま
す。

　
（3）会計監査人の解任又は不再任の決定方針

　当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると認め
られる場合には、監査役全員の合意に基づき会計監査人を解任する方針です。この場合、解
任後最初に招集される株主総会におきまして、監査役会が選定した監査役から、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告する方針です。
　また、監査役会は、会計監査人の業務執行状況その他諸般の事情を総合的に勘案して、再
任しないことが適切であると判断した場合は、当該会計監査人の不再任を株主総会の付議議
案の内容とすることを決定する方針です。
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６ 会社の業務の適正を確保するための体制
　会社の業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は次のとおりであ
ります。
　業務の適正性を確保していくとともに、今後もより効果的な内部統制システムの構築を目
指して、常に現状の見直しを行い継続的な改善を図っていきます。

　
（1）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制
①当社は経営理念、倫理綱領等、コンプライアンス体制に関わる規程を、当社の取締役・使
用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。
②コンプライアンスを横断的に統括する部署を設置し、取締役・使用人の教育、啓蒙を図
る。
③監査部は経営管理部と連携し、コンプライアンスの状況を定期的に監査するものとし、そ
の監査結果については、経営会議等に報告するものとする。
④当社内における法令遵守上疑義がある行為について、使用人が直接通報を行う手段を確保
するものとする。重要な情報については、必要に応じてその内容と会社の対処状況・結果
につき、当社取締役・使用人に開示し、周知徹底するものとする。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務の執行に係る情報・文書（電磁的記録も含む）については、文書取扱規程に
したがい保存・管理を行うものとし、取締役及び監査役が当該情報・文書等の内容を知り
得る体制を確保するものとする。
②文書取扱規程には保存対象情報の定義、保管期間、保管責任部署等を定めるものとする。

　
（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①リスクの未然防止、極小化のために組織横断的リスクマネジメント体制を構築し、当社及
び子会社のリスクを網羅、統合的リスク管理を行う。
②新たに発生したリスクについては、「リスク管理基本規程」に基づいて担当部署にて規程
を制定、取締役会にはかるものとする。
③取締役・使用人のリスク管理マインド向上のために、勉強会、研修を定期的に実施する。
また、必要に応じて内部監査を実施し、日常的リスク管理を徹底する。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社及び子会社の取締役・使用人の役割分担、職務分掌、指揮命令関係等を通じ、職務執
行の効率性を確保する。
②職務分掌、権限規程等については、法令の改廃、職務執行の効率化の必要がある場合は、
随時見直すものとする。
③その他業務の合理化、電子化に向けた取組により、職務の効率性確保をはかる体制の整備
を行う。
④経営会議、取締役会による月次業績のレビューと改善策の実施を行う。

　
（5）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社及び子会社の業務適正確保の観点から、当社のリスク管理体制、コンプライアンス体
制をグループ全体に適用するものとし、必要な子会社への指導、支援を実施する。
②監査部は定期的に当社及び子会社の内部監査を実施し、当社及び子会社の内部統制の有効
性と妥当性を確保する。また、監査結果については、経営会議等に報告するものとする。

③子会社を担当する役員又は担当部署を明確にし、必要に応じて適正な指導、管理を行うも
のとする。また、子会社の業務及び取締役等の職務の執行の状況を定期的に当社に報告す
るものとする。

　
（6）監査役がその職務を補助すべき使用人（補助使用人）を置くことを求めた場合

における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関
する事項
①監査役が十全の監査を行うために補助使用人を必要とする場合には、取締役会は補助使用
人を設置するかどうか、人数、報酬、地位（専属か兼業か）について決議するものとす
る。
②この補助使用人の異動には監査役の同意を必要とし、またその人事評価は監査役が行う。
③監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して取締役、監査
部長等の指揮命令を受けないものとする。
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（7）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関
する体制
①当社及び子会社の取締役又は使用人は、法定の事項に加え以下に定める事項について、発
見次第速やかに監査役に対して報告を行う。
・会社の信用を大きく低下させたもの、又はその恐れのあるもの
・会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、又はその恐れのあるもの
・その他当社行動規範、倫理綱領への違反で重大なもの
②監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないこと
を保障する。
③内部監査実施状況、コンプライアンス違反に関する通報状況及びその内容を速やかに報告
する体制を整備する。

　
（8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査の実施に当たり監査役が必要と認める場合における弁護士、公認会計士等の外部専門
家と連携し、監査業務に関する助言を受ける機会を保障する。
②監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

　
（9）監査役の職務執行について生ずる費用等の処理に係わる方針

　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行える体制とす
る。

（10）財務報告の信頼性を確保するための体制
①信頼性のある財務報告を作成するために、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の体制
を構築する。
②その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、不備があれば必要な是正を行う。
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（11）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①反社会的勢力による被害の防止及び反社会的勢力の排除について、当社倫理綱領におい
て、「市民社会の公序良俗に反し脅威を与える反社会的勢力及び団体には、断固たる姿勢
で臨む」旨を規定し、全取締役・使用人へ周知徹底するものとする。

②反社会的勢力排除に向けて、不当要求がなされた場合の対応基本方針、対応責任部署、対
応措置、報告・届出体制等を定めた対応規程を制定し、事案発生時に速やかに対処できる
体制を整備する。

　
以上の方針に基づき、当期における内部統制システムの主な運用状況は次の通りです。
①コンプライアンス
　当社グループの全役職員が法令遵守等の業務運営が最重要課題との認識のもと、毎
年コンプライアンスプログラムを策定し、その進捗状況を年４回開催するコンプライ
アンス委員会に報告するとともに、年１回の外部講師による研修及び年10回の各部
門での勉強会を実施することでコンプライアンスの意識の向上を図っています。
②リスクマネジメント
　毎年リスク管理プログラムを策定し、その解決策またはモニタリングを実施し、年
４回開催するリスク管理委員会で報告し協議を行うなど、リスク管理の強化に取り組
んでいます。
③内部監査
　毎期初に策定する「内部監査基本計画書」に基づき当社及び関連会社の内部監査を
実施しており、その結果を取締役、監査役に報告することにより、当社及び関連各社
の問題点等を協議し、解決を図っています。
④財務報告に係る内部統制
　財務報告に係る内部統制につきましては、当社グループの事業内容に係る様々なリ
スクの評価を実施し、内部統制が有効かつ継続的に機能するよう業務の効率化、統制
活動の整備等を実施しています。
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７ 会社の剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、配当につきましては、各事業年度の業績、財務状況、今後の事業展開等を総合
的に判断し実施すべきものと考えており、内部留保の充実による財務体質の強化を図りつ
つ、安定的に配当を実施することを基本方針とします。
　この方針に基づき総合的に判断した結果、当事業年度の期末配当金につきましては、普通
株式１株につき２円00銭増配の７円00銭の普通配当とさせて頂くことといたしました。
　また、当社の株式は、平成29年12月８日に東京証券取引所市場第一部に上場いたしまし
た。つきましては、株主の皆様に感謝の意を表するとともに、上場を記念いたしまして、普
通株式１株につき２円00銭の記念配当を併せて実施させていただくことといたしました。
　これにより、中間配当を含めて、年間の配当金は普通株式１株につき14円00銭（うち記
念配当２円00銭）となります。

　
（注）１．本事業報告に記載する金額、株式数等については、表示単位未満の端数がある場合、これを切り捨て

ております。ただし、比率の表示については四捨五入を行っております。
２．本事業報告における数値・情報は、特に記載のない場合、当期末現在のものであります。

　

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

計
算
書
類

連結計算書類

20

連結貸借対照表 （平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形及び売掛金
割賦債権
リース債権及びリース投資資産
営業貸付金
賃貸料等未収入金
有価証券
販売用不動産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
賃貸資産
賃貸不動産
その他
社用資産
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
破産更生債権等
繰延税金資産
その他

91,536
4,224
56

13,477
42,959
24,275
110
575
5,670
251
265
△329
44,737
36,727
35,488
28,140
7,348
1,238
465
7,545
6,843
61
40
598

資産合計 136,274

科 目 金 額
負債の部
流動負債 39,494
支払手形及び買掛金 2,368
短期借入金 31,075
１年内償還予定の社債 676
リース債務 312
未払法人税等 462
賞与引当金 121
その他 4,478

固定負債 69,499
社債 1,170
長期借入金 58,216
リース債務 489
繰延税金負債 1,129
役員株式給付引当金 21
退職給付に係る負債 395
資産除去債務 246
長期預り敷金保証金 3,516
その他 4,314

負債合計 108,994
純資産の部
株主資本 24,358
資本金 2,933
資本剰余金 835
利益剰余金 21,651
自己株式 △1,061

その他の包括利益累計額 2,865
その他有価証券評価差額金 2,871
繰延ヘッジ損益 △5

非支配株主持分 56
純資産合計 27,280
負債・純資産合計 136,274
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連結損益計算書 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売上高
リース売上高 16,480
不動産賃貸収入 2,529
割賦売上高 346
ファイナンス収益 798
その他の不動産関連収入 1,821
その他の売上高 1,294 23,270

売上原価
リース原価 14,381
不動産賃貸原価 888
資金原価 597
その他の不動産関連原価 1,498
その他の売上原価 555 17,922

売上総利益 5,348
販売費及び一般管理費 2,244
営業利益 3,104
営業外収益
受取利息及び配当金 92
債権売却益 473
その他 14 580

営業外費用
支払利息 104
為替差損 47
持分法による投資損失 12
支払手数料 41
その他 16 223

経常利益 3,461
特別利益
賃貸不動産売却益 432
社用資産売却益 44 476

特別損失
固定資産除却損 6 6
税金等調整前当期純利益 3,931
法人税、住民税及び事業税 726
法人税等調整額 205 932
当期純利益 2,999
非支配株主に帰属する当期純損失 △0
親会社株主に帰属する当期純利益 3,000
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連結株主資本等変動計算書 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） （単位：百万円）
　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,933 835 18,936 △1,070 21,634
当期変動額
剰余金の配当 ― ― △285 ― △285
親会社株主に帰属
する当期純利益 ― ― 3,000 ― 3,000

自己株式の処分 ― ― ― 8 8
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― 2,714 8 2,723
当期末残高 2,933 835 21,651 △1,061 24,358
　

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 繰延ヘッジ損益 その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 1,820 △10 1,809 21 23,465
当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― △285
親会社株主に帰属
する当期純利益 ― ― ― ― 3,000

自己株式の処分 ― ― ― ― 8
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 1,050 5 1,056 34 1,090

当期変動額合計 1,050 5 1,056 34 3,814
当期末残高 2,871 △5 2,865 56 27,280

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



23

連結注記表
　

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ９社 ㈱ケイ・エル・アイ、㈱ＫＬ合人社、合同会社大名プロジェクト、
㈲ＮＲＰ、㈱イー・エム・アール、㈲ウエストレジデンス、
キューディーアセット㈱、㈱ケイエルエス信用保証、
特定目的会社ＨＴＴ－１号ファンド
　なお、キューディーアセット㈱は株式を取得したことにより、㈱ケイ
エルエス信用保証は設立したことにより、特定目的会社ＨＴＴ－１号フ
ァンドは出資を行ったことにより、当連結会計年度において新たに連結
の範囲に含めております。
　また、非連結子会社はありません。

　
２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用する関連会社 Ｔｕｂｅ㈱
　
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　合同会社大名プロジェクトの決算日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在
の計算書類を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を
行っております。また、特定目的会社ＨＴＴ－１号ファンドの決算日は９月30日、㈲ＮＲＰの決算日は11
月30日であります。連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した決算に準じた仮決算に
基づく計算書類を使用しております。㈱ケイ・エル・アイ他５社の決算日と連結決算日は一致しておりま
す。
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４．会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券で
時価があるもの

………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券で
時価がないもの

………移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
　また、営業取引として行っている当該組合への出資に係る投資収益は、
売上高の「その他の不動産関連収入」に計上しております。

　
②デリバティブ …………… 時価法

　
③販売用不動産 …………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
　
（2）固定資産の減価償却の方法

賃 貸 不 動 産
及び社用資産

……………… 建物（建物附属設備を含む）及び構築物については定額法、その他の資
産については定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が８～50年、その他の資産が
３～20年であります。

その他の賃貸資産 ………… リース期間又は資産の見積耐用年数を償却年数とし、期間満了時の賃貸
資産の見積処分価額を残存価額とする定額法を採用しております。
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（3）引当金の計上基準
貸倒引当金 ………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、破産更生債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
て債権額から直接減額しております。

賞与引当金 ………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

役員株式給付引当金 ……… 役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、
当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。

　
（4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。

　
（5）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、
特例処理を採用しております。

　
（6）ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上方法

　リース料を収受すべき時にリース売上高とリース原価を計上する方法を採用しております。
　
（7）割賦販売取引の会計処理

　「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める「金融型割賦の取扱い」に基づ
き、商品引渡時に物件購入価額を当初元本相当額として割賦債権に計上し、その後の賦払金回収額を元
本部分と金利部分に区分して処理する方法を採用しております。なお、金利部分の期間配分については
利息法を採用し、割賦売上高には金利部分のみを計上しております。
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（8）金融費用の計上方法

　金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。
　その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準とし
て営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業
外費用に計上しております。
　なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上し
ております。

　
（9）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る負債 ……… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生している
と認められる額を計上しております。

消費税等の会計処理 ………消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
　
（追加情報）

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
　当社は、取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を除く）に対する業績連動型株式報酬制度
「役員株式給付信託（BBT）」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を給付するインセンティブプ
ラン「従業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております（以下、合わせて「本信託」という。）。
　本信託が所有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、
当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末において367百万円、1,241,700株でありま
す。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額

賃 貸 資 産 5,499百万円
社 用 資 産 688百万円

合 計 6,188百万円
　
２．担保に供している資産（割賦債権の金額は割賦未実現利益を含んでおります。）

リース債権及びリース投資資産に
係 る リ ー ス 料 債 権 部 分

24,145百万円

割 賦 債 権 7,358百万円
営 業 貸 付 金 18,446百万円
販 売 用 不 動 産 3,535百万円
賃 貸 不 動 産 21,593百万円
そ の 他 の 賃 貸 資 産 4,073百万円
社 用 資 産 469百万円

合 計 79,623百万円
　

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 24,345百万円
長 期 借 入 金 51,818百万円
社 債 100百万円

小 計 76,263百万円
被 保 証 債 務 （注） 1,746百万円

合 計 78,009百万円
　

（注）被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償還残高に対して金融機関から保証を受けている
額であります。

　
３．破産更生債権等から直接減額した取立不能見込額 998百万円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の総数に関する事項

（単位：株）
　

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 25,952,374 ― ― 25,952,374

　
２．自己株式の数に関する事項

（単位：株）
　

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 3,463,844 ― 31,900 3,431,944
　

（注）１．普通株式の自己株式の当連結会計年度末の株式数には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業
員株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託
E口）が所有する当社株式1,241,700株が含まれております。また、当連結会計年度期首におい
ては1,273,600株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の変動は、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）の株式
給付による減少31,900株であります。

　

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



29

３．配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年５月24日
取締役会
（注）１

普通
株式 166 7.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日

平成29年11月８日
取締役会
（注）２

普通
株式 118 5.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日

　

（注）１．配当金の総額には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託
財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金８百
万円が含まれております。

２．配当金の総額には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託
財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金６百
万円が含まれております。

　
（2）基準日が当該連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成30年５月23日開催の取締役会において、次の議案を付議いたします。
①配当金の総額 213百万円
②１株当たり配当額 9.00円
③基準日 平成30年３月31日
④効力発生日 平成30年６月29日
（注）配当金の総額には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付信託（J-ESOP）」

制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有する当社
株式に対する配当金11百万円が含まれております。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、リース・割賦販売事業及びファイナンス事業などを行っております。これらの事業
を行うため、当社グループでは銀行借入による間接金融のほか、社債発行、債権流動化などの直接金融
により資金調達を行っております。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有し
ていることから、その金利変動リスクを回避するためのデリバティブ取引を行っております。また、通
貨関連では、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避するために、為替予約取引等を行うこととし
ております。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク

　当社グループが保有する金融資産は、主として国内の法人取引先に対するものであり、顧客の契約不
履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。また、有価証券及び投資有価証券は、主に
株式、債券、匿名組合出資金であります。これらは、発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場
価格の変動リスクに晒されております。また、外貨建取引については、為替変動リスクに晒されており
ます。
　資金調達は、金融機関からの借入が主体であり、そのうち相当部分が変動金利の借入となっており、
金利の変動リスクに晒されていますが、一部はデリバティブ取引により、当該リスクを回避しておりま
す。
　当社グループが行っているデリバティブ取引には、金利関連では金利スワップ取引があります。当社
グループでは、これをヘッジ手段として、ヘッジ対象である借入金等に関わる金利の変動リスクに対し
てヘッジ会計を適用しております。また、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、
ヘッジ有効性を評価しております。

　
（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理
　当社グループで行っているリース・割賦販売取引におきましては、顧客に対する中長期与信となり
ます。よって、当社グループでは当初の取引時において、将来の中古価値に基づいた対象物件の選別、
契約期間やリース料・割賦金水準の設定、顧客の財務状況の把握などに細心の注意を払うことにより、
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信用リスク軽減に努めております。また、取引開始後におきましても、定期的に顧客の業況をチェッ
クし、市場動向や財務状況の悪化など顧客の信用状況の変化を早期に把握できるよう管理を行ってお
ります。
　営業貸付取引におきましても同様に、顧客の資金使途、資金繰り、担保物件の評価などについて当
初の貸出時に十分な審査を行うことにより、リスク軽減を図っております。また、担保不動産につき
ましては、その評価を外部に委託し、債務者区分に応じて定期的に評価の見直しを行うことで、評価
の透明性、客観性を確保しながら、信用リスクの管理を行っております。

　
②市場リスク、為替変動リスク、資金調達に係る流動性リスクの管理
　当社グループでは、市場金利の変動リスク、為替変動リスク、有価証券等の価格変動リスクなどは
総合企画部において管理しております。なお、デリバティブ取引への取組は主に経営会議（常勤取締
役により構成され、取締役会の付議事項に関する基本方針並びに経営管理の執行方針の審議及び与信
案件審査を主たる任務とする会議体）または取締役会において決定されており、取組後の管理につい
ては総合企画部で行っております。
　さらに総合企画部では、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに資金調達手段の多様化、市場
環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって流動性リスクを管理しております。

　
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該価格が異なることもあります。また、「２.金融商品の時価等に関する事項」に
おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ
スクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 4,224 4,224 ―
（2）割賦債権 13,477

貸倒引当金（※１） △12
13,464 13,808 343

（3）リース債権及びリース投資資産 42,959
貸倒引当金（※１） △130

42,829 43,942 1,112
（4）営業貸付金 24,275

貸倒引当金（※１） △184
24,091 24,958 867

（5）有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 6,346 6,346 ―

資産計 90,957 93,280 2,323
（1）支払手形及び買掛金 2,368 2,368 ―
（2）短期借入金 10,000 10,000 ―
（3）社債（１年内償還予定の社債を含む） 1,846 1,870 24
（4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む） 79,291 79,532 241
（5）長期預り敷金保証金 3,516 3,336 △179
負債計 97,022 97,108 85
デリバティブ取引（※２）

ヘッジ会計が適用されていないもの
ヘッジ会計が適用されているもの

2
△8

2
△8

―
―

デリバティブ取引計 △5 △5 ―
　

※１ 各営業債権に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
※２ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　
資 産
（1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

　
（2）割賦債権、（3）リース債権及びリース投資資産、並びに（4）営業貸付金

　これらについては、債権の種類、顧客の内部格付に基づく区分ごとに、契約ごとの将来キャッシュ・
フローについて、顧客の内部格付に応じた信用リスクを加味した一定の割引率で割引計算を行っており
ます。また、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定
しているため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ
等しいことから、当該価額をもって時価としております。

　
（5）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格、投資信託は公表されている基準価格によっておりま
す。
　なお、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額につ
いては、次のとおりであります。

（単位：百万円）
　

種類 取得原価 連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えているもの

（1）株式 844 4,900 4,055
（2）その他 500 565 65
小計 1,344 5,465 4,120

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

（1）株式 271 207 △63
（2）債券 575 575 ―
（3）その他 99 98 △0
小計 946 881 △64

合計 2,290 6,346 4,055
※ 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの債券は、組込デリバティブを区分して測定できない複合
金融商品であり、複合金融商品全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。
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負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

　
（3）社債、（4）長期借入金

　これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大
きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっ
ております。また、固定金利によるものは、元利金の合計額（※）を期末日時点における自社の信用リ
スク相当分をリスク・フリー・レートに上乗せした利率で割引計算を行っております。
（※）金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（後記「デリバティブ取引」参照）について

は、その金利スワップのレートによる元利金の合計額
　
（5）長期預り敷金保証金

　賃貸予定期間に対応する将来キャッシュ・フローについて、リスク・フリー・レートで割引計算を行
っております。
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　デリバティブ取引　
ヘッジ会計が適用されていないもの

（単位：百万円）
　

種類 契約額等 契約額のうち
１年超 時価 評価損益

市場取引
以外の取引

金利キャップ取引
　買建　 1,000 1,000 2 △2

合計 1,000 1,000 2 △2
（注）１．時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等によっております。

２．上記の契約額等は、想定元本を記載しており、この金額自体がデリバティブ取引に係る信用リスク
量を示すものではありません。

　

ヘッジ会計が適用されているもの
　

（単位：百万円）
　

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引
の種類等 主なヘッジ対象

契約額等
時価 当該時価の

算定方法うち１年超

原則的
処理方法

金利スワップ取引
短期借入金及び
長期借入金 取引先金融機関

から提示された
価格等によって
おります。

支払固定・ 904 380 △8
受取変動

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
短期借入金及び
長期借入金支払固定・ 6,076 4,322 ※

受取変動
合計 6,980 4,702 △8

　

※ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた
め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情
報の「資産（5）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
　

区 分 連結貸借対照表計上額
①非上場株式 854
②匿名組合出資 150
③投資事業有限責任組合出資 47
④任意組合出資 20

　

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要すると
見込まれるため、「資産（5）有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。
　
（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）
　

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 4,224 ― ― ― ― ―
割賦債権 5,000 3,293 1,763 2,165 726 526
リース債権及びリース投資資産 11,914 8,558 5,933 4,972 3,027 8,553
営業貸付金 14,366 4,888 1,298 989 760 1,972

合計 35,507 16,740 8,995 8,127 4,514 11,052
　
（注）４．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：百万円）
　

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

社債 676 436 434 100 200 ―
短期借入金 10,000 ― ― ― ― ―
長期借入金 21,075 17,721 12,782 10,902 7,339 9,469

合計 31,751 18,157 13,216 11,002 7,539 9,469
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（賃貸等不動産に関する注記）
　当社グループでは、福岡市その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、商業施設等の賃貸等
不動産を有しております。平成30年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,641百万円であ
り、売却益は432百万円であります。また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価
は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額
当期末の時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高
29,615 △1,475 28,140 31,222

　

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当期増減額のうち、主な増加額は賃貸不動産の建設工事111百万円、資本的支出による増加122
百万円であり、主な減少額は不動産売却（620百万円）、販売用不動産等への振替（784百万
円）、減価償却費（386百万円）であります。

３．当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額、または直近の鑑定評価額を一定
の指標等を用いて調整した金額によっております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,208円86銭
２．１株当たり当期純利益 133円31銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算定上の基

礎となる普通株式の期中平均株式数については、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付
信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有し
ている当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は1,241,700株であり、１株当た
り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は1,257,694株であります。
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貸借対照表 （平成30年３月31日現在） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
資産の部
流動資産 92,705

現金及び預金 3,718
売掛金 13
割賦債権 13,931
リース債権 10,311
リース投資資産 32,649
営業貸付金 29,031
関係会社短期貸付金 3
賃貸料等未収入金 65
有価証券 575
販売用不動産 2,408
前払費用 91
繰延税金資産 237
未収収益 19
その他 37
貸倒引当金 △389

固定資産 41,780
有形固定資産 32,588
賃貸資産 31,709
賃貸不動産 24,544
その他 7,164
社用資産 879
土地 271
その他 608

無形固定資産 464
ソフトウェア 459
その他 5
投資その他の資産 8,726
投資有価証券 6,843
関係会社株式 261
その他の関係会社有価証券 205
出資金 48
関係会社長期貸付金 563
破産更生債権等 278
長期前払費用 71
その他 456
貸倒引当金 △3

資産合計 134,486

科 目 金 額
負債の部
流動負債 39,343
支払手形 338
買掛金 2,015
短期借入金 10,000
１年内償還予定の社債 676
１年内返済予定の長期借入金 21,025
リース債務 312
未払費用 112
未払法人税等 457
賃貸料等前受金 1,788
前受収益 42
賞与引当金 114
その他 2,461

固定負債 67,541
社債 1,070
長期借入金 56,366
リース債務 489
繰延税金負債 1,129
役員株式給付引当金 21
退職給付引当金 388
資産除去債務 246
長期預り敷金保証金 3,515
その他 4,314

負債合計 106,884
純資産の部
株主資本 24,735
資本金 2,933
資本剰余金 833
資本準備金 819
その他資本剰余金 13
利益剰余金 22,030
その他利益剰余金 22,030
買換資産圧縮積立金 255
繰越利益剰余金 21,774

自己株式 △1,061
評価・換算差額等 2,865
その他有価証券評価差額金 2,871
繰延ヘッジ損益 △5

純資産合計 27,601
負債・純資産合計 134,486
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損益計算書 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売上高
リース売上高 16,454
不動産賃貸収入 2,234
割賦売上高 367
ファイナンス収益 952
その他の不動産関連収入 1,707
その他の売上高 1,026 22,742

売上原価
リース原価 14,414
不動産賃貸原価 835
資金原価 597
その他の不動産関連原価 1,400
その他の売上原価 351 17,600

売上総利益 5,142
販売費及び一般管理費 2,230
営業利益 2,911
営業外収益
受取利息及び配当金 99
債権売却益 473
その他 15 588

営業外費用
支払利息 104
為替差損 47
支払手数料 21
その他 13 187

経常利益 3,313
特別利益
賃貸不動産売却益 450
社用資産売却益 26 476

特別損失
固定資産除却損 6 6
税引前当期純利益 3,783
法人税、住民税及び事業税 722
法人税等調整額 194 917
当期純利益 2,865
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株主資本等変動計算書 （自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） （単位：百万円）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,933 819 13 833 ― 19,449 19,449
当期変動額
剰余金の配当 ― ― ― ― ― △285 △285
当期純利益 ― ― ― ― ― 2,865 2,865
自己株式の処分 ― ― ― ― ― ― ―
買換資産圧縮積立金の積立 ― ― ― ― 264 △264 ―
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― △8 8 ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ― ― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― ― ― 255 2,325 2,580
当期末残高 2,933 819 13 833 255 21,774 22,030
　　

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価･換算差額等

合計
当期首残高 △1,070 22,146 1,820 △10 1,809 23,955
当期変動額
剰余金の配当 ― △285 ― ― ― △285
当期純利益 ― 2,865 ― ― ― 2,865
自己株式の処分 8 8 ― ― ― 8
買換資産圧縮積立金の積立 ― ― ― ― ― ―
買換資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ― ― 1,050 5 1,056 1,056

当期変動額合計 8 2,589 1,050 5 1,056 3,645
当期末残高 △1,061 24,735 2,871 △5 2,865 27,601
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個別注記表
　

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
　
（重要な会計方針）
　
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式 ……………… 移動平均法による原価法
その他有価証券で
時価があるもの

………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券で
時価がないもの

………移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。また、営
業取引として行っている当該組合への出資に係る投資収益は、売上高の
「その他の不動産関連収入」に計上しております。

　
（2）デリバティブ ……………… 時価法
　
（3）販売用不動産 ……………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）
　
２．固定資産の減価償却の方法

賃 貸 不 動 産
及 び 社 用 資 産

…………… 建物（建物附属設備を含む）及び構築物については定額法、その他の資
産については定率法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物が８～50年、その他の資産が
３～20年であります。

そ の 他 の 賃 貸 資 産………リース期間を償却年数とし、期間満了時の賃貸資産の見積処分価額を残
存価額とする定額法を採用しております。
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３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。

　
４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 ………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。
　なお、破産更生債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし
て債権額から直接減額しております。

（2）賞与引当金 ………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき
計上しております。

（3）役員株式給付引当金 …… 役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、
当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金 …………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。

　
５．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特
例処理を採用しております。

　
６．ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上方法

　リース料を収受すべき時にリース売上高とリース原価を計上する方法を採用しております。
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７．割賦販売取引の会計処理
　「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める「金融型割賦の取扱い」に基づき、
商品引渡時に物件購入価額を当初元本相当額として割賦債権に計上し、その後の賦払金回収額を元本部分と
金利部分に区分して処理する方法を採用しております。なお、金利部分の期間配分については利息法を採用
し、割賦売上高には金利部分のみを計上しております。

　
８．金融費用の計上方法

　金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。
　その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として営
業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費用に
計上しております。
　なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して計上してお
ります。

　
９．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
　
（追加情報）
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引
　当社は、取締役及び監査役（社外取締役及び社外監査役を除く）に対する業績連動型株式報酬制度「役員
株式給付信託（BBT）」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を給付するインセンティブプラン「従
業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しております（以下、合わせて「本信託」という。）。
　本信託が所有する当社株式は、貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、当該自己
株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末において367百万円、1,241,700株であります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 5,905百万円
短 期 金 銭 債 務 46百万円
長 期 金 銭 債 権 780百万円

　
２．有形固定資産の減価償却累計額

賃 貸 資 産 4,903百万円
社 用 資 産 367百万円

合 計 5,271百万円
　
３．担保に供している資産（割賦債権の金額は割賦未実現利益を含んでおります。）

リ ー ス 債 権 に 係 る
リ ー ス 料 債 権 部 分 5,983百万円

リ ー ス 投 資 資 産 に 係 る
リ ー ス 料 債 権 部 分 18,820百万円

割 賦 債 権 7,715百万円
営 業 貸 付 金 21,367百万円
販 売 用 不 動 産 784百万円
賃 貸 不 動 産 19,400百万円
そ の 他 の 賃 貸 資 産 4,073百万円
土 地 81百万円
そ の 他 の 社 用 資 産 34百万円

合 計 78,259百万円
　

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 5,500百万円
１年内返済予定の長期借入金 18,795百万円
長 期 借 入 金 49,968百万円

小 計 74,263百万円
被 保 証 債 務 （注） 1,746百万円

合 計 76,009百万円
（注）被保証債務は、無担保社債の発行に際し、未償還残高に対して金融機関から保証を受けている額であ

ります。
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４．１年を超えて入金期日の到来する営業債権
リース債権に係るリース料債権部分 7,407百万円
リース投資資産に係るリース料債権部分 26,617百万円
割賦債権 8,815百万円
営業貸付金 14,139百万円
未経過リース期間に係るオペレーティング・リース債権 5,951百万円

合 計 62,932百万円
　
５．リース債権及びリース投資資産の内訳

リース債権 リース投資資産
債 権 額 11,156百万円 36,197百万円
見 積 残 存 価 額 ―百万円 545百万円
受 取 利 息 相 当 額 △844百万円 △4,093百万円

合 計 10,311百万円 32,649百万円
　
６．リース・割賦販売契約等に基づく預り手形

リース契約に基づく預り手形 316百万円
割賦販売契約に基づく預り手形 204百万円

合 計 521百万円
　
７．破産更生債権等から直接減額した取立不能見込額 973百万円
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（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 267百万円
売上原価 247百万円
営業取引以外の取引高 7百万円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項
（単位：株）

　

株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 3,463,844 ― 31,900 3,431,944
　

（注）１．普通株式の自己株式の当事業年度末の株式数には、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業
員株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託E口）が所有する当社株式1,241,700株が含まれております。また、当事業年度期首に
おいては1,273,600株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の変動は、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）の株
式給付による減少31,900株であります。
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（税効果会計に関する注記）
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

貸倒引当金 390百万円
投資有価証券等評価損 71百万円
減損損失 13百万円
販売用不動産評価損 90百万円
賞与引当金 34百万円
確定拠出年金未払金 17百万円
退職給付引当金 118百万円
割賦未実現利益 221百万円
リース投資資産 37百万円
その他 219百万円
繰延税金資産 小計 1,214百万円
評価性引当額 △701百万円
繰延税金資産 合計 512百万円
その他有価証券評価差額金 △1,184百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △62百万円
買換資産圧縮積立金 △111百万円
その他 △45百万円
繰延税金負債 合計 △1,405百万円
繰延税金資産の純額 △892百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）
　 子会社及び関連会社等
　

種類 会社等の名称
資本金
又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社

㈲ＮＲＰ 3 不動産業 ―
資金の貸付 資金の貸付 ― 営業貸付金 1,766

利息の受取 80 未収収益 5
前受収益 0

合同会社
大名プロジェクト 0 不動産業 ―

資金の貸付 資金の貸付 ― 営業貸付金 1,600
利息の受取 46 未収収益 1

前受収益 0
　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）資金の貸付金利については、市場金利等を参考にして決定しております。
（2）取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。
　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,225円62銭
２．１株当たり当期純利益 127円35銭
（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益の算定上の基

礎となる普通株式の期中平均株式数については、「役員株式給付信託（BBT）」及び「従業員株式給付
信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有し
ている当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は1,241,700株であり、１株当た
り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は1,257,694株であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

株式会社 九州リースサービス
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹之内 髙 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 井 秀 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社九州リースサービスの平成29年４月１日
から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社九州リースサービス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

株式会社 九州リースサービス
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 竹之内 髙 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 室 井 秀 夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社九州リースサービスの平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1） 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2） 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の
記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月17日
株式会社九州リースサービス 監査役会

常勤監査役 泉 和 文 ㊞

社外監査役 山 本 智 子 ㊞

社外監査役 古 池 善 司 ㊞
　 以 上
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第１号議案 定款の一部変更の件
１．定款変更の理由
　(１) インターネットの普及に鑑み、法務省令に定めるところに従い、株主総会参考書類等へ
の記載事項の一部をインターネットにより開示することを可能とするため、当社定款に第13条
（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）を新設するものであります。

(２)取締役の役割（経営の意思決定と監督）と執行役員の役割（担当業務の執行）を明確に
し、経営の実効性と効率性を高めるために、一部の取締役が執行役員を兼任する形に変更すると
ともに、会長、社長以外の役付取締役を廃止するものとして、当社現行定款第19条（代表取締
役および役付取締役）を変更するものであります。
これに関連して、取締役会の招集及び議長に関する規定の変更を行うものとし、当社現行定款
第21条（取締役会の招集）及び第22条（取締役会の議長）を変更するものであります。
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２．定款変更の内容
（下線は変更部分を示します）

　

現 行 定 款 変 更 案

（新設）

(株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供)
第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類
(当該連結計算書類に係る会計監査報告および監査報
告を含む)に記載または表示をすべき事項に係る情報
を、法務省令に定めるところに従いインターネットを
利用する方法で開示することにより、株主に対して提
供したものとみなすことができる。

第13条～第18条 （条文省略） 第14条～第19条 （現行どおり）
（代表取締役および役付取締役）
第19条 取締役会は、その決議によって代表取締役
を選定する。
２．当会社は、取締役会の決議をもって取締役会長、
取締役社長、取締役副社長各１名を、専務取締役並び
に常務取締役各１名以上を選定することができる

（代表取締役および役付取締役）
第20条 取締役会は、その決議によって代表取締役
を選定する。
２．当会社は、取締役会の決議をもって取締役会長、
取締役社長各１名を選定することができる。

第20条 （条文省略） 第21条 （現行どおり）
（取締役会の招集）
第21条 取締役会は、取締役社長がこれを招集する。
取締役社長に事故あるときは、予め取締役会において
定めた順序により他の取締役がこれを行う。
２．取締役会の招集通知は、会日の３日前に各取締役
および各監査役に対しこれを発する。ただし、取締役
および監査役全員の同意があるときは、この限りでは
ない。また、緊急の必要がある場合には、この期間を
短縮することができる。

（取締役会の招集）
第22条 取締役会は、予め取締役会において定めた
順序により取締役がこれを招集する。

２．取締役会の招集通知は、会日の３日前に各取締役
および各監査役に対しこれを発する。ただし、取締役
および監査役全員の同意があるときは、この限りでは
ない。また、緊急の必要がある場合には、この期間を
短縮することができる。

（取締役会の議長）
第22条 取締役会の議長は、取締役社長がこれに当
たる。取締役社長に事故あるときは、予め取締役会
において定めた順序により他の取締役がこれに当た
る。

（取締役会の議長）
第23条 取締役会の議長は、予め取締役会において
定めた順序により取締役がこれに当たる。

第23条～第35条 （条文省略） 第24条～第36条 （現行どおり）
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第２号議案 取締役９名選任の件
　　現在就任しております取締役９名は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、
取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　
候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

１
※
礒 山 誠 二
いそ やま せい じ

(昭和26年６月22日生)

昭和50年４月 ㈱西日本相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）入行
平成16年６月 同行取締役福岡地区本部副本部長兼本店営業部長
平成19年６月 ㈱プレナス監査役
平成19年６月 同行常務取締役福岡地区本部長
平成21年６月 同行専務取締役福岡地区本部長
平成22年６月 同行専務取締役（代表取締役）地区本部統括、

福岡地区本部長
平成23年６月 同行取締役専務執行役員（代表取締役）地区本部

統括、福岡地区本部長
平成25年６月 同行取締役副頭取（代表取締役）（現任）
平成27年５月 ㈱プレナス取締役監査等委員（現任）
平成27年９月 福岡商工会議所会頭（現任）
平成28年10月 ㈱西日本フィナンシャルホールディングス取締役

副社長（代表取締役）（現任）

0株

【取締役候補者とした理由】
　長年にわたる銀行経営における豊富な経験と、幅広い見識、人脈を当社の経営に反映させて頂くため、
選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

２ 古
こ

賀 恭 介
が きょう すけ

(昭和28年９月19日生)

昭和53年４月 ㈱福岡相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）入行
平成16年６月 同行執行役員審査本部副本部長兼事業審査部長
平成16年10月 ㈱西日本シティ銀行執行役員審査部長
平成18年10月 同行執行役員久留米営業部長
平成21年１月 同行執行役員営業推進部長
平成21年６月 同行取締役
平成23年６月 ㈱ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング代表取締役

社長
平成28年６月 当社代表取締役社長（現任）

1,700株

【取締役候補者とした理由】
　銀行や事業会社における会社経営の豊富な経験と幅広い見識、人脈を有しており、また、平成28年６
月に当社の取締役に選任されて以降、代表取締役社長として経営全般に対しその能力を発揮しているこ
とから、今後もその能力・経験を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

３ 中
なか

野 茂
の しげる

(昭和31年10月30日生)

昭和54年４月 ㈱西日本相互銀行（現㈱西日本シティ銀行）
入行

平成20年６月 同行執行役員法人ソリューション部長
平成21年５月 ㈱ベスト電器取締役
平成21年６月 同社常務取締役
平成25年６月 当社専務取締役営業第二本部長兼総合企画部

担当
平成30年４月 当社専務取締役営業第一本部担当兼営業第二本部

担当兼営業推進部担当兼ビジネスマッチング推進
部担当（現任）

11,500株

【取締役候補者とした理由】
　銀行や事業会社における法人営業の豊富な経験と幅広い見識を有しており、また平成25年６月に当社
の取締役に選任されて以降、営業各部門や財務・経営企画部門の担当役員としてその能力を発揮してい
ることから、今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお願いするものであ
ります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

４ 檜
ひ

垣 亮 介
がき りょう すけ

(昭和36年１月１日生)

昭和59年４月 当社入社
平成17年８月 当社執行役員営業本部副本部長
平成23年６月 当社取締役営業本部副本部長兼フィービジネス事

業部担当兼経営戦略部担当
平成25年６月 当社取締役業務本部長兼審査管理本部長兼関連事

業部担当
平成27年６月 当社常務取締役業務本部長兼審査管理本部長
平成29年４月 当社常務取締役業務本部長兼関連事業部長兼経営

管理部担当兼事業開発部担当
平成30年４月 当社常務取締役業務本部長兼審査管理本部長兼経

営管理部担当兼関連事業部担当（現任）

16,400株

【取締役候補者とした理由】
　昭和59年の当社入社以来、営業、管理、財務・経営企画、などの各部門における豊富な業務実績と部
門責任者や担当役員としての経験を有しており、また、現在は管理部門、審査部門および関連事業部門
の担当役員としてその能力を発揮していることから、今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすた
め、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

５ 黒 瀬 健 男
くろ せ たけ お

(昭和38年10月８日生)

昭和61年４月 当社入社
平成20年６月 当社執行役員営業本部リース事業部長兼本社営業

部長
平成23年６月 当社取締役営業本部副本部長兼リース

事業部長兼ソリューション事業部担当
平成24年６月 当社取締役営業本部長兼リース事業部長

兼本社営業部長兼新規事業部担当
平成26年10月 当社取締役営業第一本部長兼リース営業部長兼関

連事業部長
平成29年４月 当社取締役審査管理本部長兼総合企画部担当
平成30年４月 当社取締役営業第一本部長（現任）

13,800株

【取締役候補者とした理由】
　昭和61年の当社入社以来、営業各部門や、財務・経営企画、審査などの各部門における豊富な業務実
績と部門責任者や担当役員としての経験を有しており、また、現在はリース、フィービジネス部門の担
当役員としてその能力を発揮していることから、今後もその能力・経験等を当社の経営に活かすため、
引き続き選任をお願いするものであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

６ 野 中 康 平
の なか こう へい

(昭和42年３月５日生)

平成２年４月 当社入社
平成25年６月 当社執行役員ファイナンス営業部長
平成28年６月 当社上席執行役員ファイナンス営業部長
平成29年６月 当社取締役営業第二本部長兼ファイナンス営業

部長
平成30年４月 当社取締役営業第二本部長（現任）

17,700株

【取締役候補者とした理由】
　平成２年の当社入社以来、営業各部門および財務・企画部門における豊富な業務実績と部門責任者や
担当役員としての経験を有しており、また、現在は融資、不動産関連及び事業開発部門の担当役員とし
てその能力を十分に発揮しており、その能力・経験等を当社の経営に活かすため、引き続き選任をお願
いするものであります。

宝印刷株式会社 2018年05月25日 17時51分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



57

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

７ 柴 田 暢 雄
しば た のぶ お

(昭和21年11月12日生)

昭和44年４月 日米コカ・コーラボトリング㈱（現コカ・コーラ
ボトラーズジャパン㈱）入社

平成７年３月 同社取締役
平成11年３月 同社常務執行役員
平成16年４月 同社専務執行役員
平成17年１月 コカ・コーラウエストジャパンプロダクツ㈱（現

コカ・コーラボトラーズジャパン㈱）代表取締役
社長

平成21年１月 コカ・コーラウエスト㈱（現コカ・コーラボトラ
ーズジャパン㈱）副社長

平成21年３月 同社取締役
平成24年６月 当社取締役（現任）
平成27年３月 コカ・コーラウエスト㈱（現コカ・コーラボトラ

ーズジャパン㈱）代表取締役副社長
平成28年３月 特定非営利活動法人市村自然塾九州代表理事（現

任）
平成29年４月 コカ・コーラウエスト㈱（現コカ・コーラボトラ

ーズジャパン㈱）代表取締役会長
平成30年２月 コカ・コーラ協会副会長（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　事業会社の取締役として、会社経営、人事制度における豊富な経験と幅広い見識を有しているほか、
当社においても平成24年６月に取締役に就任され、６年間社外取締役として議案審議の適正性を確保す
るために必要な質問や提言を行い、経営監視機能を果たして頂いており、引き続き選任をお願いするも
のであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

８ 眞 鍋 博 俊
ま なべ ひろ とし

(昭和25年10月11日生)

昭和49年４月 住友商事㈱入社
昭和51年３月 ㈱博運社入社
昭和53年２月 同社取締役
昭和59年２月 同社常務取締役
平成４年２月 同社専務取締役
平成８年２月 同社代表取締役社長
平成26年２月 同社代表取締役会長（現任）
平成27年６月 当社取締役（現任）

公益社団法人福岡県トラック協会会長（現任）
公益社団法人全日本トラック協会副会長（現任）

1,700株

【社外取締役候補者とした理由】
　長年にわたる会社経営における豊富な経験と幅広い見識を有しているほか、当社においても平成27年
６月に取締役に選任され、３年間社外取締役として適時適切な助言を頂いており、引き続き選任をお願
いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

９
※
矢 崎 精 二
や ざき せい じ

(昭和26年１月25日生)

昭和49年４月 ロイヤル㈱（現ロイヤルホールディングス㈱）
入社

平成14年２月 同社業務執行役員専門レストラン事業部長
平成17年７月 ロイヤル空港レストラン㈱（現ロイヤル空港高速

フードサービス㈱）代表取締役社長
平成20年11月 ロイヤル㈱高速道路カンパニープレジデント
平成22年３月 同社取締役高速道路カンパニープレジデント
平成23年１月 ロイヤルホールディングス㈱取締役
平成23年３月 同社常務取締役
平成25年３月 同社専務取締役
平成29年４月 同社顧問（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由】
　会社経営に携わる豊富な経験と幅広い見識を有しており、その経験と見識を当社の経営に反映して頂
くため、取締役としての選任をお願いするものであります。

（注）１．※印は新任取締役候補者であります。
　 ２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．取締役候補者柴田暢雄氏、眞鍋博俊氏、矢崎精二氏は、社外取締役候補者であります。
４．柴田暢雄氏および眞鍋博俊氏は、現に当社の社外取締役であり、社外取締役に就任してからの年数
は、本株主総会の終結の時をもって、柴田暢雄氏は６年、眞鍋博俊氏は３年になります。

５．眞鍋博俊氏および矢崎精二氏の選任が承認された場合、当社が株式を上場している株式会社東京証券
取引所および証券会員制法人福岡証券取引所に対し、各取引所の規則等に定める「独立役員」として
届出を行う予定であります。

　
以 上
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株主総会会場ご案内図
会 場 グランド ハイアット 福岡 ３階 ザ・グランド・ボールルーム

福岡市博多区住吉一丁目２番82号
電話：㈹ 092（282）1234

交 通 １．ＪＲ博多駅からお越しの場合
（徒歩）ＪＲ博多駅博多口より約10分
（バス）ＪＲ博多駅博多口博多駅前Ａバス停より、

西鉄バス「100円外回天神方向行き」に乗車後、
キャナルシティ博多前バス停で下車（約６分）

２．福岡空港からお越しの場合
車にて約20分

ご来場いただいた株主様へのお土産等はご
準備しておりませんので、予めご了承いた
だきますよう、よろしくお願い申し上げま
す。
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